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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 最近６連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期

決算年月 平成16年５月平成17年２月平成18年２月平成19年２月平成20年２月平成21年２月

売上高 (百万円) 67,264 71,982108,274107,984116,594115,700

経常利益 (百万円) 8,866 5,349 7,986 12,83716,03313,735

当期純利益
(△当期純損失)

(百万円) 4,692 1,296△10,15413,54310,005 8,749

純資産額 (百万円) 43,129150,2717,998 21,47031,40238,400

総資産額 (百万円) 54,021177,31580,31957,68751,99756,513

１株当たり純資産額 (円) 8,954.6714,881.051,480.473,976.025,815.357,111.20

１株当たり当期純利
益(△当期純損失)

(円) 971.44 146.60△1,403.102,508.001,852.831,620.27

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

(円) － － － － － －

自己資本比率 (％) 79.8 84.8 10.0 37.2 60.4 67.9

自己資本利益率 (％) 11.4 1.3 △12.8 91.9 37.8 25.1

株価収益率 (倍) 24.8 － － － － －

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 7,492 8,692 22,194 1,588 21,68113,541

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,315△118,36363,17216,622△3,079△3,217

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,079 115,541△91,559△27,466△17,483△4,517

現金および現金
同等物の期末残高

(百万円) 20,389 26,25520,07510,82011,93417,738

従業員数
(ほか、
平均臨時従業員数)

(名)
1,310

(20,437)

1,479

(22,648)

2,274

(23,431)

1,971

(24,679)

1,927

(29,082)

2,068

(30,093)

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第23期においては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため、第24期においては、潜在株式が存在しないため、第25期においては、潜在株式が存在せず１株当たり当期純損

失の計上となったため、第26期から第28期においては、新株予約権の残高はありますが、当社株式が非上場であるこ

とから期中平均株価の把握ができないため、記載しておりません。

３．株価収益率については、第24期より当社株式は非上場となったため、記載しておりません。

４．第24期は決算期変更により、平成16年６月１日から平成17年２月28日までの９ヶ月間となっております。
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(2) 提出会社の最近６事業年度に係る主要な経営指標等の推移

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期

決算年月 平成16年５月平成17年２月平成18年２月平成19年２月平成20年２月平成21年２月

売上高 (百万円) 67,032 52,848 72,337 82,518 99,465101,796

経常利益 (百万円) 9,038 6,220 6,431 7,937 11,567 8,876

当期純利益 (百万円) 4,869 2,006 3,914 8,812 7,262 5,996

資本金 (百万円) 10,045 62,175 9,000 9,000 9,000 9,000

発行済株式総数 (千株) 4,898 10,097 5,400 5,400 5,400 5,400

純資産額 (百万円) 44,219152,07123,870 32,611 39,800 44,045

総資産額 (百万円) 54,846171,88283,384 66,294 58,163 59,865

１株当たり純資産額 (円) 9,181.0315,059.314,419.636,039.207,370.538,156.53

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)
200.00

(85.00)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

486.00

(324.00)

１株当たり
当期純利益

(円) 1,008.18227.34 540.051,632.001,344.841,110.42

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

(円) － － － － － －

自己資本比率 (％) 80.6 88.5 28.6 49.2 68.4 73.6

自己資本利益率 (％) 11.6 2.0 4.4 31.2 20.1 14.3

株価収益率 (倍) 23.9 － － － － －

配当性向 (％) 19.8 － － － － 43.8

従業員数
(ほか、
平均臨時従業員数)

(名)
1,284

(20,427)

1,323

(21,599)

1,401

(21,729)

1,404

(23,703)

1,497

(28,499)

1,642

(29,759)

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第23期においては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため、第24期および第25期においては、潜在株式が存在しないため、第26期から第28期においては、新株予約権の残

高はありますが、当社株式が非上場であることから期中平均株価の把握ができないため、記載しておりません。

３．株価収益率については、第24期より当社株式は非上場となったため、記載しておりません。

４．配当性向の第24期から第27期については、無配のため記載しておりません。

５．第24期は決算期変更により、平成16年６月１日から平成17年２月28日までの９ヶ月間となっております。

 

EDINET提出書類

株式会社ベルシステム２４(E04910)

有価証券報告書

 3/76



２ 【沿革】

 

年月 沿革

昭和57年９月 東京都新宿区西新宿に株式会社ベルシステム二四設立。

昭和57年10月電話転送機による24時間電話業務代行サービス、夜間・休日における電話受付業務を開始。

昭和58年６月 株式会社ベルシステム二四大阪を吸収合併。

昭和58年10月テレフォン・リサーチ業務を開始。

昭和58年12月トータル・テレマーケティング業務を開始。

昭和59年４月 テレフォン・カウンセリング業務を開始。

昭和62年11月本社を東京都豊島区南池袋に移転。

平成２年７月 日本プレシジョン株式会社を吸収合併、派遣事業を開始。

平成２年12月 株式会社テレコミュニケーションズを吸収合併。

平成４年８月 株式会社ベルシステム２４に商号変更。

平成４年９月 ベルゼミナールを開校。

平成６年12月 株式を日本証券業協会へ店頭銘柄として登録。

平成７年８月 株式会社ワン・トゥ・ワン・ダイレクト設立（現連結子会社)。

平成９年２月 東京証券取引所市場第二部に上場。

平成11年11月東京証券取引所市場第一部に指定。

平成12年４月 株式会社海洋気象情報に資本・経営参加（平成15年10月株式会社お天気.comに社名変更)。

平成12年６月 株式会社スポーツデータコーポレーション設立。

 株式会社ビートゥーシー・ラボ設立。

平成14年５月 株式会社ビートゥーシー・ラボ解散。

平成14年６月 株式会社ガリアプラスに資本・経営参加。

平成14年８月 株式会社アニモバイルジャパン設立。

平成16年１月 株式会社インフォプラントに資本・経営参加。

平成16年８月 ＢＢコール株式会社に資本・経営参加（現連結子会社)。

平成17年１月 東京証券取引所における上場を廃止。

平成17年７月 株式会社BELL24・3dotsに資本・経営参加。

平成17年９月 株式会社BELL24・Cell Productに資本・経営参加（現連結子会社)。

平成17年10月株式会社インフォプラントの全保有株式を売却。

平成18年１月 株式会社ガリアプラスの全保有株式を売却。

 株式会社スポーツデータコーポレーション解散。

平成18年７月 株式会社アニモバイルジャパン解散。

平成19年６月 株式会社電通ダイレクトフォースに資本・経営参加。

 Shanghai BELL-PACT Consulting Limitedに資本・経営参加。

平成19年11月株式会社BELL24・Cell Productが株式会社BELL24・3dotsを吸収合併。

平成20年３月 株式会社お天気.comを吸収合併。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社、親会社（日興プリンシパル・インベストメンツ㈱）、連結子会社３社（ＢＢコール㈱、㈱ワン・トゥ

・ワン・ダイレクト、㈱BELL24・Cell Product）、非連結子会社１社、持分法非適用関連会社１社で構成されており、テレサー

ビスを主たる事業としております。

事業の系統図および当社との主な取引状況は次のとおりであります。

 

 

(注) １．→は、営業取引の流れを示しております。

２．※１　親会社

※２　連結子会社
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
又は被所有割合

関係内容 摘要
所有割合
(％)

被所有
割合(％)

(親会社)        

日興プリンシパル・イン
ベストメンツ㈱

東京都千代田
区

2,500投資業 － 93.5
役員の兼任
当社役員３名

 

(連結子会社)        

ＢＢコール㈱ 東京都新宿区 100情報サービス 100.0 －

役員の兼任
当社役員４名

営業上の取引
テレサービス
業務の提供
(売上高)

(注)
１、２

㈱ワン・トゥ・ワン・ダ
イレクト

東京都豊島区 10保険代理店等 100.0 －

役員の兼任
当社役員２名
営業上の取引
テレサービス
業務の提供
(売上高)

 

㈱BELL24・Cell Product札幌市中央区 60治験施設支援 100.0 －

役員の兼任
当社役員２名

営業上の取引
テレサービス
業務の提供
(売上高)

 

(注) １．ＢＢコール㈱については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えて

おります。

　　　　　ＢＢコール㈱の主な損益情報等

売上高(百万円)
経常利益(百万円) 当期純利益(百万円) 純資産額(百万円) 総資産額(百万円)

32,494 6,506 3,735 4,311 8,445

２．特定子会社であります。

３．連結子会社でありました㈱お天気.comは、平成20年３月１日付で当社に吸収合併されました。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年２月28日現在

事業区分の名称 従業員数(名)

テレサービス

2,068(30,093)
テレサービス関連機器等販売

その他のサービス

間接部門

合計 2,068(30,093)

(注) １．従業員数は就業人員数であり、平均臨時従業員数は、(　)内に外数で記載しております。

２．当社グループは事業区分ごとの経営組織体系を有しておらず、同一の従業員が複数の事業区分に従事しております。

 

(2) 提出会社の状況

平成21年２月28日現在

従業員数 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与

1,642名(29,759名) 34歳９ヶ月 ５年６ヶ月 5,765千円

(注) １．従業員数は就業人員数であり、平均臨時従業員数は、(　)内に外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

 

(3) 労働組合の状況

労働組合は組織されておりませんが、労使関係は円満で、特記する事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、サブプライムローン問題に端を発した米国金融危機、株式市場の混乱および原油を

はじめとする原材料費の高騰等に起因する世界的な景気減速により、国内企業の収益や個人消費を圧迫いたしました。さらに

内外需の落ち込みと円高で製造業を中心に雇用や設備に過剰感が広がっているなど、景気は極めて厳しい状況で推移いたしま

した。

当社グループが主力とするＣＲＭアウトソーシング市場は、従来景気の動向に左右されないものと考えられておりました

が、一部のクライアント企業におきましては、コールセンター運営の内製化への動きが見られ、また全般的な業界内での競争激

化による受注価格の低下傾向が見られるようになりました。

斯かる状況下、ＣＲＭ事業におきましては、クライアント企業の効率化を実現させながら、当社の売上を維持・拡大するた

め、営業活動のレベルアップ、顧客接点の強化に尽力した結果、売上高は前年並みを確保したものの、利益水準につきましては、

特に平成20年９月以降、世界的な金融不安が実体経済へ波及し、クライアント企業のコスト抑制がより進んだことを受け、下半

期にかけて低下する結果となりました。

一方、当社グループはソフトバンクグループとの包括的業務提携に基づき、コンタクトセンター業務の受託・運営を行って

おりますが、当該業務につきましては、前期ほどの大規模な追加需要がなかったため、利益率は向上しているものの、売上・利

益共に減少する結果となりました。

医薬関連事業におきましては、ＣＲＯ（Contract Research Organization）支援事業では、製造販売後調査業務・コンタク

トセンター業務等は堅調であったものの、キャパシティを増やす活動の遅れ等により鈍化いたしました。ＳＭＯ （Site

Management Organization）支援事業においては、収益性の改善はされたものの事業の拡大はできず、売上が減少する結果とな

りました。

さらに、マーケティング・ソリューション事業におきましては、コンテンツ事業では、モバイルコンテンツ業務等は堅調に推

移しているものの、出版事業においては、広告収入の減少及び男性向け月刊誌「マンスリー・エム®」の出版休止等により、売

上が減少する結果となりました。

以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高115,700百万円（前年同期比0.8％減）、営業利益13,750百万円（同15.4％

減）、経常利益13,735百万円（同14.3％減）、当期純利益8,749百万円（同12.6％減）となりました。

 

［テレサービス事業］

主力であるテレサービス事業におきましては、顧客サービス業務・セールスプロモーション業務を中心に鈍化しており、下

期は軟調に推移いたしました。

以上の結果、当事業の売上高は114,315百万円（前年同期比0.6％減）となりました。

［テレサービス関連機器等販売事業］

当事業におきましては、女性向けの読者参加型月刊誌「bea's up®」の出版に伴う書籍販売、コンタクトセンター関連設備

の販売等を行っております。出版関連におきましては「bea's up®」はコスメ＆ビューティ専門誌として引き続き高い人気を

得ております。

なお、男性向け月刊誌「マンスリー・エム®」の出版については、平成21年１月号をもって休止いたしました。

以上の結果、当事業の売上高は1,189百万円（前年同期比15.8％減）となりました。

［その他のサービス事業］

当事業におきましては、データ入力・受付業務等の人材派遣サービスおよびリザベーションサービス等を行っており、売上

高は194百万円（前年同期比9.3%増）となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

　　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　　当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは13,541百万円の収入となりました。これは主に、税金等調

整前当期純利益が13,427百万円となり、減価償却費2,289百万円、のれん償却額1,739百万円、売上債権の増加額453百

万円、未収入金の減少額523百万円、未払費用の減少額497百万円、法人税等の支払額3,583百万円等によるものであり

ます。

 

　　　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　　当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、3,217百万円の支出となりました。これは主に、有形固定

資産の取得による支出1,791百万円、無形固定資産の取得による支出802百万円、敷金及び保証金の増加による支出

689百万円等によるものであります。

　　　　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、4,517百万円の支出となりました。これは主に、長期

借入金の返済による支出2,768百万円、配当金の支払による支出1,749百万円によるものであります。

　

　　これらの結果、現金および現金同等物の当連結会計年度末残高は、17,738百万円となりました。
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２ 【生産、受注および販売の状況】

(1) 生産の実績

当社グループの主たる事業であるテレサービス事業は、電話応対等の役務を提供するサービスであり、生産量の測定が極

めて困難であるため記載を省略しております。

 

(2) 受注の実績

当社グループが顧客と締結している契約で規定されているものは料金算定の基礎となる単価等であり、受注金額の算定

に必要な座席数等については受発信予想等に応じて頻繁に変動します。また、受発信の実績等に応じて売上が計上される契

約については受注金額の特定が極めて困難であります。こうした契約状況により受注金額を確定することが困難な状況であ

るため、当該項目の記載を省略しております。

 

(3) 販売の実績

当連結会計年度における販売の実績は以下のとおりであります。

事業区分 販売高(百万円) 前年同期比(％)

テレサービス 114,315 △0.6

(受注・エントリーサービス) (5,726) 12.6

(顧客サービス) (92,856) 0.3

(セールス・サポートサービス) (12,879) △9.1

(その他のテレサービス) (2,017) △1.4

(テレサービス関連サービス) (836) △25.2

テレサービス関連機器等販売 1,189 △15.8

その他のサービス 194 9.3

合計 115,700 △0.8

(注) １．上記金額には消費税等は含まれておりません。

２．主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合は以下のとおりであります。

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

ソフトバンクＢＢ㈱ 24,466 21.0 21,465 18.6
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３ 【対処すべき課題】

当社グループの企業価値の向上に向け、以下の重点施策に取り組んでまいります。

①　見える化

経営情報の整備、営業のパイプライン管理、オペレーションの業務効率の「見える化」により、意思決定や業務遂行プロ

セスの是正、ノウハウの共有化を図ることで、当社グループ全体の収益力及びサービスの一層の強化を図ります。

②　徹底ダイアログ

現在の経営環境は大変厳しい状況にありますが、このような状況下においても、コーポレートスローガンである “

Creating value through Dialogue ”を堅実に実践することで、徹底的なダイアログを通じて相互理解と信頼関係を深め、

全社一丸となってあらゆる課題に取り組み、当社グループ全体の組織力と顧客対応力を飛躍的に高めてまいります。

③　全社最適

全国規模での人材及びキャパシティのリソースマネジメントの徹底により、最適な業務運用を実施し、コスト競争力の強

化を図ることで、お客様と当社の双方にとってのサービス品質及びコスト効率面での満足度をバランスさせ、「当社グルー

プの収益の最大化」と我々の収益の源である「お客様の企業価値向上」に貢献いたします。

 

４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績および財務状況等に影響をおよぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあります。な

お、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

①　業務提携等について

当社グループは、平成16年７月に締結したソフトバンクグループのコールセンター業務に関する包括的業務提携に関す

る基本合意書に基づき、平成18年３月に連結子会社であるＢＢコール㈱、ソフトバンクＢＢ㈱、日本テレコム㈱(現 ソフト

バンクテレコム㈱)の３社間において新業務委託基本契約を締結し発効いたしました。

こうした業務提携に伴い、当連結会計年度におきましても全社の売上割合に占める両社に対する売上の割合は大きいも

のとなっております。なお、詳細は第２［事業の状況］２［生産、受注および販売の状況］(3)販売の実績の注記をご参照下

さい。

当社グループでは当該業務提携による各種業務の推進状況について引き続き順調に推移しておりますが、提携先企業

の業績・状況によっては当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性がございます。

②　事業環境等について

当社グループの主力事業でありますテレサービス事業の国内市場は約5,200億円と堅調に推移しており、今後も成長が見

込まれております。一方、昨今の経済状況によるクライアント企業のコスト削減を目的としたアウトソーシング化の流れが

ある中で、これまで以上のコスト圧縮の要請が強まることが予想されます。また、クライアント社内の余剰人材の活用によ

るインソーシング化への転換も考えられ、当社グループの事業活動に影響をおよぼす可能性がございます。

③　業務量に対するコストの遅行性について

当社グループの主力であるテレサービス事業における主なコストは人件費により占められており、パートタイマー人材

を積極的に活用することで、効率的なコンタクトセンター運営を実現しております。コンタクトセンター運営におきまして

は業務量の増減に合わせて人員の調整を行っておりますが、その調整において業務量の増減が発生した時期に対してコス

ト増減の遅行といった事象が発生し収益悪化につながる可能性がございます。
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④　人材の確保について

当社グループの各事業におきましては、引き続き高度な専門的知識および経験を有する優秀な人材の確保は事業として

の大きな課題であります。当連結会計年度につきましては、景気悪化に伴う雇用環境の変化により、人材の確保につきまし

ては順調に推移いたしましたが、今後の外部環境等の変化により人員計画等に基づいた採用が行えなかった場合は、当社グ

ループの事業活動に影響をおよぼす可能性がございます。

⑤　情報漏洩リスクについて

コンタクトセンターは各種情報が集積する場所であるため、当社グループにおきましては従来から個人情報保護および

機密保持に最大の関心を払った施策を行っており、「テレマーケティング・サービス倫理綱領」(昭和63年制定)、「情報倫

理綱領」(平成10年制定)を制定し、企業倫理の指針を明文化するとともに、「個人情報保護方針」「情報セキュリティ方

針」（いずれも平成17年制定）をはじめ情報保護に関する規程類を整備し、従業員への徹底を図ってまいりました。

これらの経緯を踏まえ、当社グループが社会や顧客からさらなる信頼を獲得するとともに、企業の社会的責任を果たすべ

く、平成18年８月に「テレマーケティング・サービス倫理綱領」を発展的に吸収した「ベルシステム２４グループ企業行

動憲章」を制定いたしました。

また、平成15年５月に情報セキュリティに関する英国規格「ＢＳ７７９９－２：２００２」および国内規格「ＩＳＭＳ

認証基準(Ver.2.0)」に基づく認証を松江ソリューション・アシュアランス・ターミナルで同時取得し、平成18年７月に

は、これらの規格の国際化に対応した「ＩＳＯ/ＩＥＣ２７００１：２００５／ＪＩＳＱ２７００１：２００６」認証を、

その登録範囲を大幅に拡大して取得し、平成21年３月には２回目の更新をしております。

さらに、平成19年２月に個人情報を適切に取り扱う体制を整えた事業者に付与される「プライバシーマーク」の認定を

取得しております。

しかしながら情報漏洩リスクを完全に排除することは困難であることから、当社グループが機密漏洩事故の対象外であ

るとは言い切れません。万が一、お客様企業から預託された情報について漏洩事故が発生した場合、当該お客様企業からの

業務委託打ち切りや損害賠償請求、その他お客様企業の離反や社会信用の失墜等、当社グループに少なからぬ損失が発生す

る可能性がございます。
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５ 【経営上の重要な契約等】

(1) 業務委託基本契約

契約会社名 相手方の名称 契約品目 契約期間

ＢＢコール㈱
ソフトバンクＢＢ㈱
日本テレコム㈱
(現ソフトバンクテレコム㈱)

コールセンター業
務受託

平成18年３月１日から
平成27年２月末日まで

 

６ 【研究開発活動】

当社グループでは「Dialogue-based-marketing」を事業展開の核となる事業コンセプトとして定め、Dialogue（双方向の対

話）を実践的な成果に結びつけ、「優れたコミュニケーション・サービス」を提供していくための研究開発活動を行っており

ます。

当連結会計年度における当社グループが支出した研究開発費の総額は66百万円であり、研究開発活動の状況は以下のとおり

であります。

[テレサービス事業]

当社グループにおけるコミュニケーションに関する専門研究機関「ベルシステム２４総合研究所」では、生命科学や言語学

などを基盤にコミュニケーションの本質を探る基礎研究を進めております。独自のコミュニケーションのあり方についての理

論構築を行った上で、Ｅメールによる応対評価ツールなどコミュニケーションの目的やメディア別のツールの開発および検証

を行っております。また、データ・情報分析研究においても、データアナリストの育成プログラム開発や分析手法の確立を目指

す研究も行っております。

 

７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 財政状態の分析

①　資産の分析

流動資産は、前年同期比5,896百万円の増加となりました。これは主に現金及び預金の増加(前年同期比5,803百万円増)

によるものであります。

固定資産は前年同期比1,379百万円の減少となりました。これは主にのれんの減少(前年同期比1,739百万円減)によるも

のであります。

これらの結果、資産合計は、56,513百万円(前年同期比4,516百万円増)となりました。

②　負債の分析

流動負債は、前年同期比335百万円の増加となりました。これは主に未払法人税等の増加(前年同期比749百万円増)、未払

費用の減少(前年同期比376百万円減)によるものであります。

固定負債は、前年同期比2,816百万円の減少となりました。これは主に当社におけるシンジケート・ローンの返済に伴う

長期借入金の減少(前年同期比2,613百万円減)によるものであります。

これらの結果、負債合計は18,113百万円(前年同期比2,481百万円減)となりました。

③　純資産の分析

純資産合計は、38,400百万円(前年同期比6,997百万円増)となりました。これは主に当期純利益(8,749百万円)、剰余金の

配当(1,749百万円)によるものであります。

 

(2) 経営成績の分析

「第２　事業の状況　１ 業績等の概要　(1) 業績」をご参照ください。
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第３ 【設備の状況】
 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度中の設備投資総額は、テレサービス事業 3,714百万円であり、事務所の新設、改装等に伴う設備造作371百万

円、事務所保証金871百万円、通信設備およびコンピュータ等のシステム化に伴う器具備品およびソフトウェア2,471百万円で

あります。

なお、上記各項目の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

 

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額(百万円)
合計
(百万円)

従業員数
(名)建物及び

構築物
器具及び備品

本社
池袋東オフィス
(東京都豊島区）

事務所設備 109 171 280 244

東京都内
地区

池袋南オフィス
(東京都豊島区）他５事業所

 336 1,026 1,362 610

北海道地区
　

北海道支店
(札幌市中央区）他２事業所

 186 260 446 70

東北地区
東北支店
(仙台市青葉区）他２事業所

 120 169 290 30

首都圏地区
　

みなとみらい湘南オフィス
(横浜市西区）他７事業所

 323 312 635 130

中部地区
中部支店
(名古屋市中村区）他１事業所

 68 75 143 68

北陸地区
金沢営業所
(金沢市）他１事業所

 18 68 86 6

関西地区
関西支店
(大阪市中央区）他３事業所

 187 217 404 297

中国地区
中国支店
(広島市中区）他３事業所

 176 192 369 57

四国地区　
高松営業所
(高松市）

 22 28 50 13

九州・沖縄
地区

九州支店
(福岡市博多区）他４事業所

 159 159 318 117

合計 1,708 2,681 4,3901,642

(注) １．金額には、消費税等は含まれておりません。

２．上記のほか、リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。

名称
数量
(台)

主なリース
期間(年)

年間リース料
(百万円)

期末リース契約
残高(百万円)

複写機およびファクシミリ 24 ５ 8 25

パ－ソナルコンピュ－タ 8,650 ３ 132 159
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(2) 国内子会社

会社名
事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円)
合計

（百万円）
従業員数
(名)建物及び

構築物
器具及び備品

ＢＢコ－ル㈱
本社
(東京都新宿区)

事務所設備 459 165 625 365

㈱ワン・トゥ・ワン・
ダイレクト

本社
(東京都豊島区)

 － － － 2

㈱BELL24・Cell Product
本社
(札幌市中央区)

 － 1 1 59

合計 459 167 627 426

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

特記すべき事項はありません。

 

(2) 重要な設備の除却等

特記すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

   

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株)
(平成21年２月28日)

提出日現在発行数(株)
(平成21年５月27日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 5,400,000 5,400,000 －
単元株式数は10株
であります。

計 5,400,000 5,400,000 － －
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(2) 【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づくストックオプションの新株予約権は次のとおりであ

ります。

臨時株主総会の特別決議（平成18年３月29日）

第４回新株予約権

 
事業年度末現在

（平成21年２月28日）

提出日の前月末現在

（平成21年４月30日）

新株予約権の数（個） 4,119 3,954

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 41,190 39,540

新株予約権の行使時の払込金額（円） 27,000 27,000

新株予約権の行使期間 　平成22年４月１日～

平成26年３月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格および資本組入額（円）

発行価格      27,000

資本組入額    13,500

発行価格      27,000

資本組入額    13,500

新株予約権の行使の条件 当社普通株式が、いずれかの証券

取引所に上場された場合（「株式

の公開」という。）に限り、新株予

約権を行使することができるもの

とする。

新株予約権の割り当てを受けた者

は、権利行使時においても、当社ま

たは当社関係会社の取締役、執行

役員、従業員もしくは、当社または

当社関係会社との顧問契約に基づ

く顧問の地位にあることを要す。

ただし、定年退職その他正当な理

由のある場合において、当社取締

役会が新株予約権の継続保有を相

当と認める場合にはこの限りでは

ない。

新株予約権の譲渡、質入、相続その

他の処分は認めない。

各新株予約権の一部行使はできな

いものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡する場合には取

締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項

－ －
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(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

発行済株式

総数残高
資本金増減額 資本金残高

資本準備金

増減額

資本準備金

残高

(千株) (千株) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

平成16年８月６日 (注)１ 5,200 10,098 52,130 62,175 52,130 54,641

平成17年１月24日 (注)２ △0 10,097 － 62,175 － 54,641

平成17年７月21日 (注)３△4,697 5,400△53,175 9,000△52,362 2,279

(注) １．有償第三者割当

　　　　発行株数　　　　　　5,200千株　　　　発行価格　　　　　 　20,050円

        資本組入額           10,025円　　　　払込金総額　　　104,260百万円

　　　  割当先　　　　　　ＮＰＩホールディングス㈱　

　　　 ２．利益による自己株式消却による減少であります。

３．発行済株式、資本金および資本準備金の減少額の内訳は以下のとおりであります。

　　自己株式の消却　　  　  4,697千株

　　第24回定時株主総会決議における無償減資による資本金の減少　　　　　53,175百万円

　　第24回定時株主総会決議における無償減資による資本準備金の減少　　　52,362百万円

 

(5) 【所有者別状況】

平成21年２月28日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数10株)
単元未満

株式の状況

(株)

政府およ

び地方

公共団体

金融機関
金融商品

取引業者

その他の

法人

外国法人等 個人

その他
計

個人以外 個人

株主数

(人)
－ 1 － 2 － － 24 27 －

所有株式数

(単元)
－ 27,527 － 510,265－ － 2,208540,000 －

所有株式数

の割合(％)
－ 5.10 － 94.49 － － 0.41 100.00 －
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(6) 【大株主の状況】

平成21年２月28日現在

株主名 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日興プリンシパル・インベストメンツ㈱ 東京都千代田区丸の内２丁目７番３号 5,048 93.49

資産管理サービス信託銀行㈱
（金銭信託課税口）

東京都中央区晴海１丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエア 
オフィスタワーＺ棟

275 5.10

㈱千趣会 大阪府大阪市北区同心１丁目４番31号 54 1.00

ベルシステム２４ 社員持株会 東京都豊島区南池袋２丁目16番８号 19 0.36

計 － 5,397 99.96

   （注） 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

          資産管理サービス信託銀行株式会社（金銭信託課税口）     275千株

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) － － －

完全議決権株式(その他)
普通株式

5,400,000
540,000 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 5,400,000 － －

総株主の議決権 － 540,000 －

 

② 【自己株式等】

　　　　該当事項はありません。
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(8) 【ストックオプション制度の内容】

当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の

規定に基づき、当社および当社関係会社の取締役、執行役員および従業員ならびに当社との顧問契約に基づき経営方針等に

関し当社に助言する顧問に対して、特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成18年３月29日の臨時株主総会

において特別決議されたものであります。

 

第４回新株予約権

決議年月日 平成18年３月29日

付与対象者の区分および人数 当社取締役　　　　 ２名

当社執行役員　　　 19名

当社従業員　　  　380名

 当社顧問　         17名

当社社外取締役 　　１名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 51,840株 （注１）

新株予約権の行使時の払込金額 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。（注２）

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項
－

   （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、新株予約権の目的たる株式の数は、次の算式により調整されるものと

する。上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準じて各新株予約権

の目的たる株式の数を調整する必要が生じた場合にも、必要かつ合理的な範囲で、各新株予約権の目的たる株式の

数は適切に調整されるものとする。

なお、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。

２．新株予約権発行後、次の事由が生ずる場合には、行使価格はそれぞれ次に定める算式により、調整されるものとし、

調整により生ずる１円未満の端数はこれを切り上げる。

　　(ⅰ)　当社普通株式につき株式分割または株式併合が行われる場合。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　　(ⅱ)　時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合

 既発行

株式数
＋

新株発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
　 新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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２ 【自己株式の取得等の状況】

 
【株式の種類等】   該当事項はありません。

 
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

         該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

         該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　　　　 該当事項はありません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

         該当事項はありません。

 

３ 【配当政策】

当社は、株主様、従業員をはじめとする全てのステークホルダーに当社の発展に伴う利益を享受していただくことを基本

に、経営基盤の強化と中長期的観点からの安定配当の継続を利益配分の基本方針としております。

当社の剰余金の配当の基準日は、毎年２月末日および８月31日とし、別途基準日を定めて剰余金の配当をすることができ

る旨を定款に定めており、毎事業年度における配当の回数については、中間配当と期末配当の年２回を基本的な方針として

おります。また、当社の剰余金の配当等の決定機関は取締役会であります。

この方針のもと、当事業年度におきましては平成16年５月期以来５期ぶりに復配を行い、中間配当として１株当たり324

円、期末配当として１株当たり162円、合計で年間配当486円といたしました。

内部留保資金につきましては、業界内外の競争激化に対応するための企業体質の強化と将来にわたる株主利益の確保の

ため、また将来の事業展開に備えるために有効活用してまいることとしております。

 

(注)　基準日が当事業年度に属する取締役会決議による剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成20年10月29日取締役会決議 1,749 324.00

平成21年５月７日取締役会決議 874 162.00

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近６年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期

決算年月 平成16年５月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月 平成21年２月

最高(円) 30,000 28,950 － － － －

最低(円) 14,970 19,500 － － － －

(注)　１．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

２．当社は、平成17年１月16日に東京証券取引所市場第一部の普通株式の上場を廃止しております。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

該当事項はありません。
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５ 【役員の状況】

(1) 取締役の状況

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役 － 中　村　彰　利 昭和33年７月４日生

昭和59年４月

平成５年４月

平成11年６月

 

平成15年５月

平成19年４月

 

平成20年３月

 

平成21年５月

西村真田法律事務所入所

シティバンク・ジャパン入社

㈱リップルウッド・ジャパンマネー

ジングディレクター

㈱産業再生機構常務取締役

日興プリンシパル・インベストメン

ツ㈱取締役副会長

㈱サン・キャピタル・パートナーズ

・ジャパン会長兼ＣＥＯ

当社取締役兼代表執行役会長・ＣＥ

Ｏ（現任）

(注)２ －

取締役 － 内　田　　　亮 昭和34年３月31日生

昭和59年４月

 

平成８年11月

 

 

平成15年１月

平成18年４月

平成20年５月

平成20年５月

平成21年３月

 

㈱東京銀行(現㈱三菱東京UFJ銀行)

入行

ジェミニ・コンサルティング・ジャ

パン・インク(現ブーズ・アンド・

カンパニー㈱)入社

同社ヴァイス・プレジデント

同社ディレクター

当社代表取締役社長・ＣＥＯ

ＢＢコール㈱代表取締役（現任）

当社取締役兼代表執行役社長（現

任）

(注)３ －

取締役 － 丸　山　哲　夫 昭和40年９月19日生

平成２年４月

 

平成13年１月

 

平成18年12月

平成19年１月

日興證券㈱(現日興シティホール

ディングス㈱)入社

日興プリンシパル・インベストメン

ツ㈱入社

同社代表取締役社長(現任)

当社取締役(現任)

(注)３ －

取締役 － 菅　原　　　均 昭和42年８月１日生

平成２年７月

 

平成13年２月

 

平成20年12月

平成21年３月

㈱日本興業銀行(現㈱みずほコーポ

レート銀行)入行

日興プリンシパル・インベストメン

ツ㈱入社

同社パートナー(現任)

当社取締役(現任)

(注)３ －

取締役 － 長　尾　正　則 昭和41年９月９日生

平成元年４月

 

 

平成12年10月

 

平成20年12月

平成21年５月

大正海上火災保険㈱(現 三井住友海

上グループホールディングス㈱)入

社

日興プリンシパル・インベストメン

ツ㈱入社

同社パートナー（現任）

当社取締役（現任）

(注)２ －

取締役 － 回　谷　信　吾 昭和48年８月５日生

平成９年10月

平成16年７月

平成18年４月

 

平成18年４月

平成19年１月

平成19年１月

監査法人トーマツ入所

三菱自動車工業㈱入社

日興プリンシパル・インベストメン

ツ㈱入社

同社マネージャー(現任)

当社取締役(現任)

ＢＢコール㈱取締役（現任）

(注)３ －

取締役 － 武　田　　　仁 昭和30年11月７日生

昭和61年４月

昭和61年４月

平成８年７月

平成21年３月

弁護士登録(第二東京弁護士会)

丸の内総合法律事務所入所

同法律事務所パートナー（現任）

当社取締役(現任)

(注)３ －

計 －
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(注) １．取締役丸山哲夫、菅原均、長尾正則、回谷信吾および武田仁の各氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であり

ます。

２．任期は、平成21年５月27日開催の定時株主総会終結の時から平成22年２月期に係る定時株主総会終結の時までであ

ります。

３．任期は、平成21年３月１日開催の臨時株主総会終結の時から平成22年２月期に係る定時株主総会終結の時までであ

ります。

４．当社の委員会体制については、次のとおりであります。　

　　 　指名委員会　委員長　菅原　　均　　委員　丸山　哲夫　　委員　長尾　正則　　委員　武田　　仁

　　 　報酬委員会　委員長　回谷　信吾　　委員　中村　彰利　　委員　内田　　亮　　委員　丸山　哲夫

委員　菅原　　均

　　 　監査委員会　委員長　武田　　仁　　委員　菅原　　均　　委員　長尾　正則　　委員　回谷　信吾

 

(2) 執行役の状況

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表執行役
会長

ＣＥＯ 中　村　彰　利
(1)取締役の
状況参照

 同左 (注)１ －

代表執行役
社長

－ 内　田　　　亮
(1)取締役の
状況参照

 同左 (注)２ －

専務執行役 ＣＯＯ 坂　本　雅　志 昭和46年１月６日生

平成５年４月

平成17年６月

 

平成21年１月

 

平成21年３月

平成21年３月

平成21年５月

 

日本生命保険(相)入社

日興プリンシパル・インベストメン

ツ㈱入社

当社執行役員社長室長兼営業企画室

長兼ＣＲＭ企画開発室長

当社専務執行役・ＣＯＯ（現任）

ＢＢコール㈱取締役（現任）

㈱ワン・トゥ・ワン・ダイレクト代

表取締役（現任）

(注)２ －

専務執行役
本社部門

管掌
藤　村　秀　雄 昭和47年７月５日生

平成９年４月

 

平成13年５月

平成13年11月

 

平成18年７月

平成19年５月

平成20年５月

平成21年３月

㈱日本興業銀行(現㈱みずほコーポ

レート銀行)入行

ゼネラル・エレクトリック入社

日興プリンシパル・インベストメン

ツ㈱入社

同社投資事業部門プリンシパル

当社取締役

ＢＢコール㈱取締役（現任）

当社専務執行役本社部門管掌（現

任）

(注)２ －

常務執行役

西日本営業／

ＣＣサービス

本部長兼

関西支店長

濱　口　聡　子 昭和35年８月８日生

昭和58年４月

 

昭和59年５月

昭和61年９月

平成15年８月

平成17年３月

平成18年５月

平成21年３月

宝塚エンタープライズ㈱（現リゾー

トトラスト㈱）入社

グローバルジャパン㈱入社

当社入社

当社執行役員中部支店長

当社常務執行役員北海道支店長

ＢＢコール㈱取締役

当社常務執行役西日本営業／ＣＣ

サービス本部長兼関西支店長(現任)

(注)２ 0

常務執行役
東日本営業本

部長
田　中　義　男 昭和29年12月19日生

昭和53年４月

昭和62年９月

平成16年６月

平成18年３月

平成21年３月

 

㈱近宣入社

当社入社

当社東北支店長

当社執行役員九州支店長

当社常務執行役東日本営業本部長(現

任)

(注)２ 0
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

常務執行役

監査室・情報

システム推進

室・総務室管

掌、内部統制

推進室長、

ＣＩＳＯ／Ｃ

ＰＯ

八　槇　博　和 昭和22年12月23日生

昭和45年４月

平成20年７月

平成20年８月

 

平成21年３月

シャープ㈱入社

当社顧問

当社常務執行役員管理本部長兼内部

統制推進室長・ＣＩＳＯ／ＣＰＯ

当社常務執行役監査室・情報システ

ム推進室・総務室管掌、内部統制推

進室長、ＣＩＳＯ／ＣＰＯ(現任)

(注)２ －

常務執行役
人材開発サー

ビス室長
川　島　紀　幸 昭和42年２月11日生

平成２年４月

平成５年７月

平成16年８月

 

平成17年３月

 

平成19年５月

平成20年６月

 

平成21年３月

共同ＶＡＮ㈱入社

当社入社

当社執行役員ネットワーク情報シス

テム室長

当社常務執行役員総合サービス本部

長

ＢＢコール㈱取締役

当社常務執行役員ＣＲＭ事業本部長

兼首都圏第１事業部長

当社常務執行役人材開発サービス室

長(現任)

(注)２ 0

計 0

(注) １．任期は、平成21年５月27日開催の定時株主総会後に開催された取締役会終結の時から平成22年２月期に係る定時株

主総会終結後最初に開催される取締役会終結の時までであります。

２．任期は、平成21年３月１日開催の臨時株主総会後に開催された取締役会終結の時から平成22年２月期に係る定時株

主総会終結後最初に開催される取締役会終結の時までであります。

 

EDINET提出書類

株式会社ベルシステム２４(E04910)

有価証券報告書

24/76



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、企業価値の最大化を図るため、コーポレート・ガバナンスの充実を重要な経営課題の一つとして認識しておりま

す。

そのために、株主様をはじめ、クライアント、取引先、従業員等、当社を取り巻く各ステークホルダーとの良好な関係を構

築するとともに、株主総会、取締役会、監査委員会等の法的機関に加え、重要な会計的、法務的課題およびコンプライアンスに

ついて、会計監査人、顧問弁護士等に随時相談、検討を実施しており、効率性、透明性を重視した企業運営に努めております。

なお、当社は、当社を取り巻く経営環境が急速に変化しつつある状況を踏まえ、経営スピードの向上とコーポレート・ガ

バナンスの強化を目的として、平成21年３月１日開催の臨時株主総会において定款の変更を行い、委員会設置会社に移行い

たしました。コーポレート・ガバナンスの状況の各項目につきましては、変更後の内容を記載しております。

 

(2) 会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況等

①　会社の機関の内容

当社は、当社を取り巻く経営環境が急速に変化しつつある状況を踏まえ、経営スピードの向上とコーポレート・ガバナ

ンスの強化を目的として、平成21年３月１日開催の臨時株主総会において委員会設置会社に移行いたしました。これによ

り、経営における監督と執行を分離し、コンプライアンス体制をさらに強化いたしました。

②　内部統制システムの整備状況

当社は、内部統制整備の基盤となる企業倫理推進体制をグループ全体として強化していく必要があると認識し、平成18

年８月に「ベルシステム２４グループ企業行動憲章」を制定し、グループの全役員、従業員に対して、法令・企業倫理・社

内規則等の遵守があらゆる企業活動の前提となることを徹底してまいりました。また、内部通報制度として平成17年５月

に開設した企業倫理ホットラインの対象範囲をグループ会社まで拡げました。内部通報制度の運用にあたっては、通報者

の希望により匿名性を保障するとともに、通報者に不利益がないことを確保しております。

さらに、社内諸規程により業務分掌、職務権限、決裁権限等を明確化し、各部署が適切に業務を遂行する体制が整備され

ており、諸規程類については、必要に応じて改定を行っております。

また、当社は平成21年３月１日より委員会設置会社となり、執行役会を設置しております。執行役会では付議事項の決

議、報告および取締役会の決議事項についての伝達がなされており、執行役の業務執行に関する情報交換・連絡・調整の

円滑化を図っております。

③　内部監査および監査委員会監査の状況

内部監査につきましては、監査室(事業年度末現在12名)が業務の執行状況を計画的に監査し、その結果を監査委員会に

報告しております。

監査委員会は、執行役会、その他会社の重要な会議に出席し、意見を述べることができます。また、監査室、内部統制推進

室、ならびに当社グループ会社の監査役会などと、随時情報交換を行うことができるとともに、必要に応じて報告を求める

など、執行役の職務執行の状況を客観的な立場から監査・監督し、経営監視機能の充実を図っております。
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④　会計監査の状況および監査報酬の内容

当社は新日本有限責任監査法人と監査契約を締結しており、通常の会計監査に加え、重要な会計的課題について随時相

談・検討を実施しております。なお、同監査法人および当社監査に従事する同監査法人の指定有限責任社員　業務執行社員

と当社の間には、特別な利害関係はありません。また、継続監査年数が７年を超える者はおりません。

１．公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　  28百万円

２．上記以外の業務に基づく報酬   

内部統制アドバイザリー・サービスに係る報酬        　 　5百万円

３．業務を執行した公認会計士の氏名および所属する監査法人名

　　　指定有限責任社員　業務執行社員　畠 山  伸 一 (新日本有限責任監査法人）

　　　指定有限責任社員　業務執行社員　林     達 郎 (新日本有限責任監査法人）　　　　　

４．監査業務に係る補助者の構成

監査業務に係る補助者の構成は、監査法人の選定基準に基づき決定されております。具体的には、公認会計士及

び会計士補等を主たる構成員とし、その他の補助者も加えて構成されております。

⑤　取締役の員数

当社の取締役は、７名以内とする旨を定款に定めております。

⑥　取締役の選任の決議要件

当社の取締役の選任決議は、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。なお、取締役の選任については、累積投票に

よらないものとする旨を定款に定めております。

⑦　社外取締役との関係

当社の社外取締役は５名であり、うち丸山哲夫氏は、親会社であります日興プリンシパル・インベストメンツ㈱の代表

取締役を兼務しております。社外取締役５名と当社との間には、特別な利害関係はありません。

⑧　取締役及び執行役の責任免除

当社は、賠償責任に関する不安を除去することで、その職務の遂行にあたり、萎縮することなく適切な意思決定を行う

ことを可能とし、もって期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったこと

による取締役（取締役であった者を含む。）及び執行役（執行役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度に

おいて、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款に定めております。

また、社外取締役との間には、会社法第427条第１項の規定により、任務を怠ったことによる損害賠償責任を、法令の限

度において、限定する契約を締結することができる旨を定款に定めております。

⑨　自己の株式の取得を取締役会の決議によって行うことができる旨の定款の定め

当社は、自己の株式の取得について、財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行することを可能とするため、会社法第165

条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款に定め

ております。

⑩　株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

当社は、株主への機動的な利益還元を行うことを目的として、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項

については、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨を定款に定め

ております。また、当社の剰余金の配当の基準日は毎年２月末日および８月31日とし、別途基準日を定めて剰余金の配当を

することができる旨を定款に定めております。
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(3) リスク管理体制の整備の状況

当社は、平成18年９月にリスク管理規程を制定し、リスク毎の責任部署を定め、グループ全体のリスクを網羅的、総括的に

管理し、リスク管理体制を明確化しております。また、当社の最大のリスクである情報の漏洩・流出を未然に防止するため

に、当社は業界のリーディングカンパニーとして「テレマーケティング・サービス倫理綱領」(昭和63年制定、平成18年８

月に「ベルシステム２４グループ企業行動憲章」に発展的に吸収)、「情報倫理綱領」(平成10年制定)を定め、企業倫理の

指針を明文化するとともに、「個人情報保護方針」、「情報セキュリティ方針」(いずれも平成17年制定)をはじめ情報保護

に関する規程類を整備し、従業員への徹底を図っております。情報保護にむけた具体的な取り組みとしては、最高情報セ

キュリティ責任者(ＣＩＳＯ)／最高個人情報保護責任者(ＣＰＯ)を任命し、その指示の下で、内部統制推進室情報管理局が

主管部署となって情報保護における情報管理体制を構築し、その維持、管理を全執行役および従業員に対して浸透させてい

く活動を進めております。これらの活動が適切に運用され、実効性があることを検証するために、内部監査を実施するとと

もに、「ＩＳＯ/ＩＥＣ２７００１：２００５／ＪＩＳＱ２７００１：２００６」などの外部の客観的な審査を受け、認証

を維持、更新、拡大しております。また、個人情報の取扱いに対して適切な保護措置を実施している事業者に付与される「プ

ライバシーマーク」の認定を平成19年２月に取得いたしました。

 

(4) 役員報酬の内容

取締役および監査役に支払った報酬

取締役の年間報酬総額　　　　　　　　　　51百万円

(内、社外取締役の年間報酬総額 　　　　 　３百万円)

監査役の年間報酬総額　　　　　　　　　　22百万円

(内、社外監査役の年間報酬総額 　　　　 　22百万円)

 

(5) 内部統制システム構築にかかる取締役会の決議

平成21年３月１日開催の取締役会において、以下の項目について内部統制システム構築の基本方針を決議しております。

①　執行役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

②　執行役の職務の執行に関わる情報の保存および管理に関する事項

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

④　執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

⑤　当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

⑥　監査委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項

⑦　前号の使用人の執行役からの独立性に関する事項

⑧　執行役および使用人が監査委員会に報告するための体制その他の監査委員会への報告に関する体制ならびに監査委員会

の監査が実効的に行われることを確保するための体制
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第５ 【経理の状況】
 

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1)  当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結

財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

     なお、前連結会計年度(平成19年３月１日から平成20年２月29日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連結会計

年度(平成20年３月１日から平成21年２月28日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

(2)  当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等

規則」という。)に基づいて作成しております。

     なお、前事業年度(平成19年３月１日から平成20年２月29日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度(平成

20年３月１日から平成21年２月28日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成19年３月１日から平成20年２月29日まで)

および第27期事業年度(平成19年３月１日から平成20年２月29日まで)の連結財務諸表および財務諸表については、新日本監査

法人により監査を受けており、また、当連結会計年度(平成20年３月１日から平成21年２月28日まで)および第28期事業年度(平

成20年３月１日から平成21年２月28日まで)の連結財務諸表ならびに財務諸表については、新日本有限責任監査法人により監

査を受けております。

なお、新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本有限責任監査法人となりました。

 

３　連結財務諸表および財務諸表の作成方法について

当社の連結財務諸表および財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載しておりましたが、当連

結会計年度および当事業年度より百万円単位で記載することに変更いたしました。

なお、比較を容易にするため、前連結会計年度および前事業年度についても百万円単位に組替え表示しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】
 

  
前連結会計年度

(平成20年２月29日現在)
当連結会計年度

(平成21年２月28日現在)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金   11,934   17,738  

２　受取手形及び売掛金 ※１  12,748   13,350  

３　たな卸資産   12   14  

４　繰延税金資産   1,255   1,171  

５　短期貸付金   2   2  

６　未収入金   590   63  

７　前払費用   733   825  

８　その他   40   50  

貸倒引当金   △1   △3  

流動資産合計   27,31652.5  33,21258.8

Ⅱ　固定資産        

(1) 有形固定資産        

１　建物及び構築物  5,088   5,305   

　減価償却累計額  △2,750 2,337  △3,137 2,168  

２　器具及び備品  8,608   8,885   

　減価償却累計額  △5,674 2,933  △6,036 2,848  

３　建設仮勘定   43   7  

４　その他  0   0   

　減価償却累計額  △0 －  △0 －  

有形固定資産合計   5,31410.2  5,0258.9

(2) 無形固定資産        

１　のれん   12,175   10,435  

２　ソフトウェア   1,057   1,758  

３　電話加入権   244   245  

４　その他   505   62  

無形固定資産合計   13,98226.9  12,50222.1

(3) 投資その他の資産        

１　投資有価証券 ※２  427   384  

２　敷金及び保証金   3,997   4,686  

３　長期前払費用   1   －  

４　繰延税金資産   722   551  

５　その他   491   233  

貸倒引当金   △258   △83  

投資その他の資産合計   5,38210.4  5,77310.2

固定資産合計   24,68047.5  23,30041.2

資産合計   51,997100.0  56,513100.0
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前連結会計年度
(平成20年２月29日現在)

当連結会計年度
(平成21年２月28日現在)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)        

Ⅰ　流動負債        

１　買掛金   841   850  

２　短期借入金   1,513   1,358  

３　未払金   815   669  

４　未払費用   7,440   7,064  

５　未払法人税等   1,974   2,724  

６　未払消費税等   1,321   1,168  

７　賞与引当金   1,239   1,340  

８　その他   452   758  

流動負債合計   15,59930.0  15,93528.2

Ⅱ　固定負債        

１　長期借入金   4,096   1,482  

２　長期未払金   896   694  

３　その他   1   1  

固定負債合計   4,9949.6  2,1783.9

負債合計   20,59439.6  18,11332.1

        

(純資産の部)        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金   9,000   9,000  

２　資本剰余金   2,279   2,279  

３　利益剰余金   20,081   27,081  

株主資本合計   31,36060.3  38,36067.9

Ⅱ　評価・換算差額等        

１　その他有価証券評価
　　差額金

  42   39  

評価・換算差額等合計   42 0.1  39 0.0

純資産合計   31,40260.4  38,40067.9

負債純資産合計   51,997100.0  56,513100.0
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② 【連結損益計算書】
 

  
前連結会計年度

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当連結会計年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高   116,594100.0  115,700100.0

Ⅱ　売上原価   86,25574.0  87,24075.4

売上総利益   30,33926.0  28,46024.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１       

１　貸倒引当金繰入額  43   38   

２　従業員給与手当  3,019   3,784   

３　臨時従業員給与手当  812   870   

４　従業員賞与  408   389   

５　賞与引当金繰入額  572   489   

６　家賃  806   1,013   

７　減価償却費  877   1,095   

８　のれん償却額  1,748   1,739   

９　その他  5,792 14,08212.1 5,289 14,70912.7

営業利益   16,25613.9  13,75011.9

Ⅳ　営業外収益        

１　受取利息  13   26   

２　保険解約返戻金  －   49   

３　その他  75 89 0.1 29 105 0.1

Ⅴ　営業外費用        

１　支払利息  274   73   

２　リース解約損失  －   28   

３　その他  37 312 0.2 18 120 0.1

経常利益   16,03313.8  13,73511.9
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前連結会計年度

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当連結会計年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益        

１　固定資産売却益 ※２ 2   －   

２　投資有価証券売却益  －   3   

３　業務精算金  361   123   

４　その他  － 363 0.3 3 130 0.1

Ⅶ　特別損失        

１　減損損失 ※３ 7   －   

２　固定資産除却損 ※４ 458   343   

３　関係会社整理損 ※５ －   51   

４　その他  78 544 0.5 42 437 0.4

税金等調整前当期純利益   15,85213.6  13,42711.6

法人税、住民税
及び事業税

 2,722   4,421   

法人税等調整額  3,125 5,8475.0 256 4,6774.0

当期純利益   10,0058.6  8,7497.6
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)
 

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成19年２月28日残高(百万円) 9,000 2,279 10,076 21,355

連結会計年度中の変動額     

当期純利益   10,005 10,005

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

   －

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

－ － 10,005 10,005

平成20年２月29日残高(百万円) 9,000 2,279 20,081 31,360

 

 

評価・換算差額等

純資産合計

 

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

 

平成19年２月28日残高(百万円) 115 115 21,470  

連結会計年度中の変動額     

当期純利益   10,005  

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△72 △72 △72  

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△72 △72 9,932  

平成20年２月29日残高(百万円) 42 42 31,402  
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当連結会計年度(自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成20年２月29日残高(百万円) 9,000 2,279 20,081 31,360

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当   △1,749 △1,749

当期純利益   8,749 8,749

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

   －

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

－ － 6,999 6,999

平成21年２月28日残高(百万円) 9,000 2,279 27,081 38,360

 

 

評価・換算差額等

純資産合計

 

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

 

平成20年２月29日残高(百万円) 42 42 31,402  

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当   △1,749  

当期純利益   8,749  

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△2 △2 △2  

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△2 △2 6,997  

平成21年２月28日残高(百万円) 39 39 38,400  
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】
 

  
前連結会計年度

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当連結会計年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

１　税金等調整前当期純利益  15,852 13,427

２　減価償却費  2,079 2,289

３  減損損失  7 －

４　のれん償却額  1,748 1,739

５　貸倒引当金の増加額(△減少額)  40 △173

６　賞与引当金の増加額(△減少額)  △13 101

７　受取利息および受取配当金  △15 △27

８　支払利息  274 73

９　投資有価証券評価損  51 8

10　関係会社整理損  － 51

11  固定資産売却益  △2 －

12　固定資産除却損  458 343

13　売上債権の増加額  △553 △453

14　たな卸資産の増加額  △0 △2

15　未収入金の減少額  3,069 523

16　仕入債務の増加額(△減少額)  △779 8

17　未払費用の増加額(△減少額)  1,680 △497

18　未払消費税等の増加額(△減少額)  248 △144

19　その他  △54 △97

小計  24,094 17,171

20　利息および配当金の受取額  15 27

21　利息の支払額  △275 △73

22　法人税等の支払額  △2,153 △3,583

営業活動によるキャッシュ・フロー  21,681 13,541

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

１　有形固定資産の取得による支出  △2,262 △1,791

２　無形固定資産の取得による支出  △752 △802

３  固定資産売却による収入  4 －

４　投資有価証券の取得による支出  △70 △5

５　投資有価証券の売却等による収入  56 8

６  連結子会社株式取得による支出  △9 －

７　貸付による支出  △2 －

８　貸付金の回収による収入  2 3

９　敷金及び保証金の純増加額  － △689

10　その他  △45 59

投資活動によるキャッシュ・フロー  △3,079 △3,217

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

１　短期借入金の純減少額  △2,000 －

２　長期借入金の返済による支出  △15,483 △2,768

３　配当金の支払額  － △1,749

財務活動によるキャッシュ・フロー  △17,483 △4,517

Ⅳ　現金および現金同等物に係る換算差額  △4 △3

Ⅴ　現金および現金同等物の増加額  1,114 5,803

Ⅵ　現金および現金同等物の期首残高  10,820 11,934

Ⅶ　現金および現金同等物の期末残高 ※１ 11,934 17,738
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当連結会計年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

１　連結の範囲に関する事項 連結子会社：４社

㈱ワン・トゥ・ワン・ダイレクト、Ｂ

Ｂコール㈱、㈱お天気.com、

㈱BELL24・Cell Product

除外:１社（合併によるもの）

㈱BELL24・3dots

非連結子会社：１社

Shanghai BELL-PACT Consulting　

Limited

非連結子会社は小規模であり、合計の総

資産、売上高、持分に見合う当期純損益、

および利益剰余金等はいずれも連結財

務諸表に重要な影響をおよぼしていな

いため、連結の範囲から除外しておりま

す。

連結子会社：３社

ＢＢコール㈱、㈱ワン・トゥ・ワン・

ダイレクト、㈱BELL24・Cell Product

除外:１社（合併によるもの）

㈱お天気.com

非連結子会社：１社

Shanghai BELL-PACT Consulting　

Limited

非連結子会社は小規模であり、合計の総

資産、売上高、持分に見合う当期純損益、

および利益剰余金等はいずれも連結財

務諸表に重要な影響をおよぼしていな

いため、連結の範囲から除外しておりま

す。

２　持分法の適用に関する事項 持分法適用会社：該当なし

持分法を適用していない非連結子会社

および関連会社(㈱ヨナゴシーズ他)は、

当期純損益および利益剰余金等におよ

ぼす影響が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法の適用範囲

から除外しております。

持分法適用会社：該当なし

持分法を適用していない非連結子会社

および関連会社(㈱電通ダイレクト

フォース)は、当期純損益および利益剰

余金等におよぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がないため、持分

法の適用範囲から除外しております。

３　連結子会社の決算日等に関

する事項

連結子会社の決算日は連結決算日と一

致しております。

同左

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 

 

 

①　有価証券

　その他有価証券

　　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産

直入方式により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)

 

 

①　有価証券

　その他有価証券

　　　時価のあるもの

同左

 

 　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法

　　時価のないもの

同左

 ②　たな卸資産

　商品

　　移動平均法による原価法

　仕掛品

　　個別法による原価法

②　たな卸資産

　商品

同左

　仕掛品

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当連結会計年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 

 

①　有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備は除

く)については定額法によってお

ります。また、定期借地権契約に

よる借地上の建物・構築物につ

いては、耐用年数を定期借地権の

残存期間、残存価額を零とした定

額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります

　建物及び構築物　３～50年

　器具及び備品　　２～20年

(会計方針の変更)

法人税法の改正(「所得税法等の

一部を改正する法律」(平成19年

３月30日　法律第６号)および

「法人税法施行令の一部を改正

する政令」(平成19年３月30日　

政令第83号))に伴い、当連結会計

年度から、平成19年４月１日以降

に取得したものについては、改正

後の法人税法に基づく方法に変

更しております。これに伴い、前

連結会計年度と同一の方法に

よった場合と比べ、売上総利益が

60百万円、営業利益、経常利益、税

金等調整前当期純利益がそれぞ

れ72百万円減少しております。

①　有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備は除

く)については定額法によってお

ります。また、定期借地権契約に

よる借地上の建物・構築物につ

いては、耐用年数を定期借地権の

残存期間、残存価額を零とした定

額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります

　建物及び構築物　３～50年

　器具及び備品　　２～20年

　 　(追加情報)

法人税法の改正(「所得税法等の

一部を改正する法律」（平成19

年３月30日法律第６号）および

「法人税法施行令の一部を改正

する政令」(平成19年３月30日　

政令第83号))に伴い、当連結会計

年度から、平成19年３月31日以前

に取得したものについては、償却

可能限度額まで償却が終了した

翌年から５年間で均等償却する

方法によっております。この変更

に伴い、前連結会計年度と同一の

方法によった場合と比べ、営業利

益、経常利益、税金等調整前当期

純利益がそれぞれ10百万円減少

しております。

 ②　無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間(５年以内)に基づく定額法

によっております。

②　無形固定資産

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

 

 

①　貸倒引当金

金銭債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については過去

の一定期間における貸倒実績から

算出した貸倒実績率による繰入額

のほか、貸倒懸念債権等については

個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

①　貸倒引当金

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当連結会計年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

 ②　賞与引当金

従業員への賞与支給に備えるため、

支給見込額のうち当連結会計年度

に負担すべき額を計上しておりま

す。

②　賞与引当金

同左

(4) 重要なリース取引の処

理方法

 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

同左

(5) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項

連結子会社の資産および負債について

は、全面時価評価法を採用しておりま

す。

同左

６　のれんの償却に関する事項 のれんは、当連結会計年度から、当期首

残高を平成27年２月期までの８年間に

わたり均等償却しております。また、重

要性が乏しいのれんについては、その発

生した期の損益として処理しておりま

す。

(追加情報)

のれん(重要性が乏しいのれんを除く)

は、ＢＢコール㈱を当社の連結子会社と

するにあたり、平成16年８月にＢＢコー

ル㈱がソフトバンクグループとの間で

締結したコールセンター業務に関する

業務委託基本契約に基づく企業価値評

価の結果生じたものであります。

当該のれんは、従来発生した期から20年

間で均等償却しておりましたが、当該契

約が平成18年３月に「新業務委託基本

契約」として変更がなされ、この「新業

務委託基本契約」に基づいて当連結会

計年度に実施した今後の収益予測の結

果、効果の発現がより確実に見込まれる

「新業務委託基本契約」に基づく契約

期間にわたりのれんを償却することと

したものであります。この変更により、

前連結会計年度に比べ営業利益、経常利

益、税金等調整前当期純利益はそれぞれ

920百万円減少しております。

のれんは、平成20年２月期の期首残高を

平成27年２月期までの８年間にわたり

均等償却しております。また、重要性が

乏しいのれんについては、その発生した

期の損益として処理しております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当連結会計年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

７　連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金および現金同等物)は、手許

現金、随時引出可能な預金および容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

同左

 

表示方法の変更

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当連結会計年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

────── (連結貸借対照表)

前連結会計年度において区分掲記しておりました「長期

前払費用」(当連結会計年度０百万円)は、金額が僅少な

ため、投資その他の資産「その他」に含めて表示してお

ります。

 (連結キャッシュ・フロー計算書)

前連結会計年度において投資活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含めて表示しておりました「敷金及

び保証金の純増加額」(前連結会計年度△18百万円)は、

その重要性が高くなったため、当連結会計年度より区分

掲記しております。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成20年２月29日現在)

当連結会計年度
(平成21年２月28日現在)

※１　　　　　　─────────　　 ※１　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理しております。なお、

当連結会計年度末日が金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満期手形が、連結会計年

度末残高に含まれております。

受取手形 7百万円

※２　非連結子会社及び関連会社株式　　  　70百万円 ※２　非連結子会社及び関連会社株式　　  　45百万円

　３　コミットメントライン

　　　当社は、資金調達の効率化および安定化を図るため、

㈱みずほコーポレート銀行を主幹事とする11行と

クレジット・ファシリティー（コミットメントラ

イン）契約を締結しております。

貸出コミットメント総額 1,000百万円

借入実行残高 －百万円

未実行残高 1,000百万円

　３　コミットメントライン

　　　当社は、資金調達の効率化および安定化を図るため、

㈱みずほコーポレート銀行を主幹事とする11行と

クレジット・ファシリティー（コミットメントラ

イン）契約を締結しております。

貸出コミットメント総額 1,000百万円

借入実行残高 －百万円

未実行残高 1,000百万円

 

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当連結会計年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

※１　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は、

106百万円であります。

※１　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は、

　　　66百万円であります。

※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

器具及び備品 2百万円

計 2百万円

※２　　　　　　─────────　　

 

※３　当社グループは、以下の資産グループについて減損

損失を計上しました。

(1) 減損損失を認識した主な資産

用途 種類 場所

気象情報事業 ソフトウェア 東京都豊島区

(2) 資産のグルーピングの方法

事業資産については管理会計上の区分として

おります。

(3) 減損損失の認識に至った経緯および算定方法

不採算事業において、キャッシュ・フローのマ

イナスが継続していることから、帳簿価額全額

を減損損失として認識し、７百万円を特別損失

に計上しております。その内訳は、ソフトウェ

ア７百万円であります。

※３　　　　　　─────────　　
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前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当連結会計年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

※４　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 360百万円

器具及び備品 86百万円

ソフトウェア 12百万円

計 458百万円

※４　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 231百万円

器具及び備品 104百万円

ソフトウェア 8百万円

計 343百万円

※５　　　　　　─────────　　 ※５　関係会社整理損の内訳は次のとおりであります。

関係会社株式評価損 31百万円

債権放棄損失 20百万円

計 51百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株)         5,400,000              －              －         5,400,000

 

当連結会計年度(自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株)         5,400,000              －              －         5,400,000

 

２．配当に関する事項

　(1)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成20年10月29日

取締役会
普通株式 1,749 324.00平成20年８月31日 平成20年11月28日

 

　(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成21年５月７日

取締役会
普通株式 利益剰余金 874 162.00平成21年２月28日平成21年５月29日

 

 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当連結会計年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

※１　現金および現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 11,934百万円

有価証券勘定 －百万円

現金および現金同等物 11,934百万円

※１　現金および現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 17,738百万円

有価証券勘定 －百万円

現金および現金同等物 17,738百万円

 

次へ

EDINET提出書類

株式会社ベルシステム２４(E04910)

有価証券報告書

42/76



(リース取引関係)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当連結会計年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(借主側) (借主側)

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

および期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

および期末残高相当額

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

器具及び備品 866 607 259

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

器具及び備品 495 291 204

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 184百万円

１年超 90百万円

合計 274百万円

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 107百万円

１年超 105百万円

合計 212百万円

③　支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当

額

支払リース料 269百万円

減価償却費相当額 247百万円

支払利息相当額 21百万円

③　支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当

額

支払リース料 208百万円

減価償却費相当額 185百万円

支払利息相当額 16百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については

利息法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

同左

(減損損失について)

　リース資産に配分された減損損失はありません。
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(有価証券関係)

前連結会計年度(平成20年２月29日現在)

１　その他有価証券で時価のあるもの

 種類
取得原価

(百万円)

連結貸借対照表

計上額

(百万円)

差額(百万円)

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1) 株式 42 112 70

(2) 債券    

　①　国債・地方債 100 100 0

　②　その他 － － －

(3) その他 50 50 0

小計 192 263 71

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1) 株式 － － －

(2) 債券    

　①　国債・地方債 － － －

　②　その他 － － －

(3) その他 5 5 △0

小計 5 5 △0

合計 198 269 71

　(注)　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

 

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

売却額(百万円) 売却益の合計(百万円) 売却損の合計(百万円)

11 － 1

 

３　時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額

種類 連結貸借対照表計上額(百万円)

(1) その他有価証券  

　　非上場株式 87

(2) 子会社および関連会社株式 70

 

４　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額

区分
１年以内

（百万円）

１年超５年以内

（百万円）

５年超10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

 債券     

　 国債・地方債 － 100 － －
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当連結会計年度(平成21年２月28日現在)

１　その他有価証券で時価のあるもの

 種類
取得原価

(百万円)

連結貸借対照表

計上額

(百万円)

差額(百万円)

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1) 株式 34 100 65

(2) 債券    

　①　国債・地方債 100 100 0

　②　その他 － － －

(3) その他 50 51 0

小計 185 252 67

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1) 株式 2 2 △0

(2) 債券    

　①　国債・地方債 － － －

　②　その他 － － －

(3) その他 － － －

小計 2 2 △0

合計 187 254 67

　(注)　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理を行い、時価のある株式

について投資有価証券評価損５百万円を計上しております。

 

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日)

　　該当事項はありません。

 

３　時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額

種類 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券  

　非上場株式 84

 

４　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額

区分
１年以内

（百万円）

１年超５年以内

（百万円）

５年超10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

債券     

　国債・地方債 － 100 － －
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(税効果会計関係)

 

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当連結会計年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別内訳

(繰延税金資産)  

賞与引当金 546百万円

未払退職金 364百万円

繰越欠損金 266百万円

未払事業税 243百万円

借入手数料 188百万円

その他 587百万円

繰延税金資産　小計 2,197百万円

評価性引当額 △189百万円

繰延税金資産　合計 2,007百万円

  

(繰延税金負債)  

その他有価証券評価差額金 28百万円

繰延税金負債　合計 28百万円

差引：繰延税金資産の純額 1,978百万円

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別内訳

(繰延税金資産)  

賞与引当金 602百万円

未払事業税 304百万円

未払退職金 279百万円

減価償却費 180百万円

借入手数料 125百万円

その他 300百万円

繰延税金資産　小計 1,793百万円

   評価性引当額 △42百万円

 繰延税金資産　合計 1,750百万円

  

(繰延税金負債)  

その他有価証券評価差額金 27百万円

繰延税金負債　合計 27百万円

差引：繰延税金資産の純額 1,723百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)  

のれん償却額 4.5％

住民税均等割 0.6％

交際費等永久に損金に算入されない

項目
0.2％

みなし配当益金不算入 △6.7％

その他 △2.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.9％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)  

のれん償却額 5.3％

住民税均等割 0.7％

交際費等永久に損金に算入されない

項目
0.3％

みなし配当益金不算入 △8.2％

関係会社株式売却損 △2.3％

その他 △1.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.8％

 

(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)および当連結会計年度(自　平成20年３月１日　至　平成21年２

月28日)

該当事項はありません。
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

ストック・オプションの内容、規模およびその変動状況

(1) ストック・オプションの内容、および規模

 

付与対象者の

区分および

人数

株式の種類別

のストック・

オプションの

付与数

付与日 権利確定条件 権利行使期間
権利行使

価格(円)

平

成

18

年

ス

ト

ッ

ク

・

オ

プ

シ

ョ

ン

第４回

新株予約権

当社または

当社関係会社

取締役　３名

執行役員19名

従業員 380名

顧問　  17名

普通株式

51,840株

平成18年

３月29日

当社普通株式がいずれかの証券取
引所に上場された場合に限る。ま
た、新株予約権の割り当てを受け
た者が権利行使時においてそれぞ
れの地位にあること。ただし、正当
な理由のある場合において当社取
締役会が継続保有を相当と認める
場合にはこの限りではない。

平成22年４月１日

～

平成26年３月31日

27,000

第５回

新株予約権

当社

取締役　１名

普通株式

14,400株

平成18年

３月29日

当社普通株式がいずれかの証券取
引所に上場された場合に限る。ま
た、新株予約権の割り当てを受け
た者が権利行使時において当社取

締役の地位にあること。ただし、正
当な理由のある場合において当社
取締役会が継続保有を相当と認め
る場合にはこの限りではない。

平成22年４月１日

～

平成26年３月31日

27,000

第６回

～

第13回

新株予約権

当社

取締役　１名

普通株式

57,600株

平成18年

３月29日

当社普通株式がいずれかの証券取
引所に上場された場合に限る。ま

た、新株予約権の割り当てを受け
た者が権利行使時において当社取
締役の地位にあること。ただし、正
当な理由のある場合において当社
取締役会が継続保有を相当と認め
る場合にはこの限りではない。

平成22年４月１日

～

平成26年３月31日

36,375

(注)１．対象勤務期間についてはその定めが無いため、記載を省略しております。

２．第６回～第13回新株予約権については集約して記載をおこなっており、権利行使価格記載数値については、各回の権利行使価格を各回

のストック・オプションの付与数に基づく加重平均値により記載をしております。

 

(2) ストック・オプションの数、およびその変動状況

会社名 株式会社ベルシステム２４ 株式会社ベルシステム２４ 株式会社ベルシステム２４

回次 第４回 第５回 第６回～第13回

決議年月日 平成18年３月29日 平成18年３月29日 平成18年３月29日

権利確定前    

　前連結会計年度末

(株)
50,700 14,400 57,600

　付与(株) － － －

　失効(株) 2,460 － －

　権利確定(株) － － －

　未確定残(株) 48,240 14,400 57,600

権利確定後    

　前連結会計年度末

(株)
－ － －

　権利確定(株) － － －

　権利行使(株) － － －

　失効(株) － － －

　未行使残(株) － － －
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当連結会計年度(自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日)

ストック・オプションの内容、規模およびその変動状況

(1) ストック・オプションの内容、および規模

 

付与対象者の

区分および

人数

株式の種類別
のストック・

オプションの
付与数

付与日 権利確定条件 権利行使期間
権利行使

価格(円)

平

成

18

年

ス

ト

ッ

ク

・

オ

プ

シ

ョ

ン

第４回

新株予約権

当社または

当社関係会社

取締役　３名

執行役員19名

従業員 380名

顧問　　17名

普通株式

51,840株

平成18年

３月29日

当社普通株式がいずれかの証券
取引所に上場された場合に限る。
また、新株予約権の割り当てを受
けた者が権利行使時においてそ
れぞれの地位にあること。ただ
し、正当な理由のある場合におい
て当社取締役会が継続保有を相
当と認める場合にはこの限りで
はない。

平成22年４月１日

～

平成26年３月31日

27,000

第５回

新株予約権

当社

取締役　１名

普通株式

14,400株

平成18年

３月29日

当社普通株式がいずれかの証券
取引所に上場された場合に限る。
また、新株予約権の割り当てを受
けた者が権利行使時において当
社取締役の地位にあること。ただ
し、正当な理由のある場合におい
て当社取締役会が継続保有を相
当と認める場合にはこの限りで
はない。

平成22年４月１日

～

平成26年３月31日

27,000

第６回

～

第13回

新株予約権

当社

取締役　１名

普通株式

57,600株

平成18年

３月29日

当社普通株式がいずれかの証券
取引所に上場された場合に限る。
また、新株予約権の割り当てを受
けた者が権利行使時において当
社取締役の地位にあること。ただ
し、正当な理由のある場合におい
て当社取締役会が継続保有を相
当と認める場合にはこの限りで
はない。

平成22年４月１日

～

平成26年３月31日

36,375

(注)１．対象勤務期間についてはその定めが無いため、記載を省略しております。

２．第６回～第13回新株予約権については集約して記載をおこなっており、権利行使価格記載数値については、各回の権利行使価格を各回

のストック・オプションの付与数に基づく加重平均値により記載をしております。

 

(2) ストック・オプションの数、およびその変動状況

会社名 株式会社ベルシステム２４ 株式会社ベルシステム２４ 株式会社ベルシステム２４

回次 第４回 第５回 第６回～第13回

決議年月日 平成18年３月29日 平成18年３月29日 平成18年３月29日

権利確定前    

　前連結会計年度末(株) 48,240 14,400 57,600

　付与(株) － － －

　失効(株) 7,050 14,400 57,600

　権利確定(株) － － －

　未確定残(株) 41,190 － －

権利確定後    

　前連結会計年度末(株) － － －

　権利確定(株) － － －

　権利行使(株) － － －

　失効(株) － － －

　未行使残(株) － － －
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)および当連結会計年度(自　平成20年３月１日　至　平成

21年２月28日)

全セグメントの売上高の合計、営業利益および全セグメントの資産の金額の合計額に占めるテレサービス事業の割

合が、いずれも90％を超えるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

 

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)および当連結会計年度(自　平成20年３月１日　至　平成

21年２月28日)

全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が、いずれも90％を超

えるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

 

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)および当連結会計年度(自　平成20年３月１日　至　平成

21年２月28日)

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

属性

会社等の

名称また

は氏名

住所

資本金

または

出資金

(百万円)

事業内容

または

職業

議決権等

の所有

(被所有)

割合

関連当事者

との関係 取引内容

(注１)

取引金額

（百万

円）

科目
期末残高

(百万円)
役員の
兼任等

事業上
の関係

役員および

その近親者

藤山利行

(注２)

－ － 弁護士 － － － 業務委託

料

1 － －

役員の近親

者が議決権

の過半数を

有している

会社等

株式会社

星と森

(注３)

千葉県

南房総市

10占い原稿

作成等

－ － － 原稿料 13買掛金 3

 (注)１．取引内容については、市場実勢を勘案して、価格交渉の上で決定しております。上記金額のうち、取引金額には消

費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。

　　２．提出会社の社外監査役であります。

　　３．当社代表取締役社長園山征夫の配偶者の弟であります伊藤一夫氏が、議決権の過半数を所有しております。

 

当連結会計年度(自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日)

属性

会社等の

名称また

は氏名

住所

資本金

または

出資金

(百万円)

事業内容

または

職業

議決権等

の所有

(被所有)

割合

関連当事者

との関係 取引内容

(注１)

取引金額

（百万

円）

科目
期末残高

(百万円)
役員の
兼任等

事業上
の関係

役員および

その近親者

藤山利行

(注２)

－ － 弁護士 － － － 業務委託

料

1 － －

役員の近親

者が議決権

の過半数を

有している

会社等

株式会社

星と森

(注３)

千葉県

南房総市

10占い原稿

作成等

－ － － 原稿料 3 － －

(注)１．取引内容については、市場実勢を勘案して、価格交渉の上で決定しております。上記金額のうち、取引金額には消

費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。

　　２．提出会社の社外監査役であります。

　　３．当社前代表取締役社長園山征夫氏の配偶者の弟であります伊藤一夫氏が、議決権の過半数を所有しております。

 

(企業結合等関係)

前連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日)

重要な企業結合等はありません。
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(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当連結会計年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

１株当たり純資産額 5,815円35銭 7,111円20銭

１株当たり当期純利益 1,852円83銭 1,620円27銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、新株予約権の

残高はありますが、当社株式が非

上場であることから期中平均株

価の把握ができないため記載し

ておりません。

同左

(注)　算定上の基礎

１．１株当たり純資産額

項目
前連結会計年度

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当連結会計年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額
(百万円)

31,402 38,400

普通株式に係る純資産額(百万円) 31,402 38,400

普通株式の発行済株式数(株) 5,400,000 5,400,000

普通株式の自己株式数(株) － －

１株当たり純資産額の算定に用いられた

普通株式の数(株)
5,400,000 5,400,000

 

２．１株当たり当期純利益

項目
前連結会計年度

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当連結会計年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

連結損益計算書上の当期純利益(百万円) 10,005 8,749

普通株式に係る当期純利益(百万円) 10,005 8,749

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

期中平均株式数(株) 普通株式 5,400,000普通株式 5,400,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含まれ

なかった潜在株式の概要

新株予約権 12,024個

この詳細は「第４　提出会社の状

況　１　株式等の状況　(2)新株予

約権等の状況」に記載のとおり

であります。

新株予約権 4,119個

この詳細は「第４　提出会社の状

況　１　株式等の状況　(2)新株予

約権等の状況」に記載のとおり

であります。

 

(重要な後発事象)

前連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)および当連結会計年度(自　平成20年３月１日　至　平成21年２

月28日)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 1,513 1,358 1.52 －

長期借入金
（１年以内に返済予定のものを除く）

4,096 1,482 1.52平成23年２月28日

その他の有利子負債 － － － －

計 5,609 2,841 1.52 －

(注)１．「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年以内における１年ごとの返済予定額の総額

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

1,482 － － －

 

 (2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
 

  
第27期

(平成20年２月29日現在)
第28期

(平成21年２月28日現在)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金   8,040   13,574  

２　受取手形 ※１  46   59  

３　売掛金 ※２  11,692   12,242  

４　商品   9   9  

５　仕掛品   2   3  

６　貯蔵品   －   2  

７　前払費用   632   720  

８　繰延税金資産   1,090   901  

９　短期貸付金   158   51  

10　未収入金   945   326  

11　その他   40   50  

貸倒引当金   △119   △70  

流動資産合計   22,53838.8  27,86946.6

Ⅱ　固定資産        

(1) 有形固定資産        

１ 建物  4,152   4,428   

　　　　減価償却累計額  △2,378 1,773  △2,731 1,696  

２ 構築物  80   87   

　　　　減価償却累計額  △63 17  △74 12  

３ 器具及び備品  7,586   8,110   

　　　　減価償却累計額  △4,939 2,646  △5,429 2,681  

４ 建設仮勘定   27   7  

有形固定資産合計   4,4647.7  4,3987.3

(2) 無形固定資産        

１ ソフトウェア   949   1,673  

２ 電話加入権   241   241  

３ その他   477   33  

　　　無形固定資産合計   1,6682.8  1,9483.3

(3) 投資その他の資産        

１ 投資有価証券   357   339  

２ 関係会社株式   24,855   20,464  

３ 長期貸付金   4   1  

４ 関係会社長期貸付金   44   －  

５ 長期前払費用   1   －  

６ 破産更生債権等   302   90  

７ 敷金及び保証金   3,327   4,148  

８ 繰延税金資産   718   551  

９ その他   183   135  

貸倒引当金   △303   △83  

投資その他の資産合計   29,49250.7  25,64842.8

固定資産合計   35,62461.2  31,99553.4

資産合計   58,163100.0  59,865100.0
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第27期
(平成20年２月29日現在)

第28期
(平成21年２月28日現在)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)        

Ⅰ　流動負債        

１　買掛金   688   758  

２　一年内返済予定
長期借入金

  1,513   1,358  

３　未払金   777   626  

４　未払費用   7,299   6,810  

５　未払法人税等   320   1,252  

６　未払消費税等   1,226   1,022  

７　前受金   88   51  

８　預り金   256   625  

９　賞与引当金   1,197   1,135  

流動負債合計   13,36723.0  13,64222.8

Ⅱ　固定負債        

１　長期借入金   4,096   1,482  

２　長期未払金   896   694  

３　その他   1   1  

固定負債合計   4,9948.6  2,1783.6

負債合計   18,36231.6  15,82026.4

(純資産の部)        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金   9,000   9,000  

２　資本剰余金        

(1) 資本準備金  2,279   2,279   

資本剰余金合計   2,279   2,279  

３　利益剰余金        

(1) その他利益剰余金        

繰越利益剰余金  28,479   32,726   

利益剰余金合計   28,479   32,726  

株主資本合計   39,75868.4  44,00573.5

Ⅱ　評価・換算差額等        

１　その他有価証券評価
　　差額金

  42   39  

評価・換算差額等合計   42 0.0  39 0.1

純資産合計   39,80068.4  44,04573.6

負債純資産合計   58,163100.0  59,865100.0
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② 【損益計算書】

  
第27期

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

第28期
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高        

１　テレサービス収入  97,883   100,419   

２　テレサービス
　　関連機器等売上

 1,413   1,189   

３　その他のサービス収入  169 99,465100.0 186 101,796100.0

Ⅱ　売上原価        

１　テレサービス原価  75,471   80,009   

２　テレサービス
　　関連機器等売上原価

 1,303   1,098   

３　その他のサービス原価  134 76,90977.3 147 81,25579.8

売上総利益   22,55522.7  20,54020.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１       

１　広告宣伝費  130   149   

２　貸倒引当金繰入額  43   38   

３　役員報酬  98   73   

４　従業員給与手当  2,626   3,473   

５　臨時従業員給与手当  719   785   

６　従業員賞与  394   354   

７　賞与引当金繰入額  563   463   

８　法定福利費  882   599   

９　教育研修費  33   59   

10　募集費  233   177   

11　家賃  694   904   

12　支払手数料  493   478   

13　支払リース料  207   136   

14　減価償却費  840   1,051   

15　旅費交通費  298   276   

16　通信費  226   186   

17　什器備品費  279   101   

18　その他  2,004 10,77210.9 2,337 11,64611.5

営業利益   11,78311.8  8,8948.7
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第27期

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

第28期
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅳ　営業外収益 ※２       

１　受取利息  13   11   

２　有価証券利息  1   10   

３　保険解約返戻金  －   49   

４　その他  79 94 0.1 30 102 0.1

Ⅴ　営業外費用        

１　支払利息  274   73   

２　支払手数料  26   9   

３　リース解約損失  －   28   

４　その他  8 310 0.3 8 120 0.1

経常利益   11,56711.6  8,8768.7

Ⅵ　特別利益        

　１　固定資産売却益 ※３ 0   －   

２　関係会社株式売却益  －   3   

３　貸倒引当金戻入額  65   94   

　４　その他  － 65 0.1 12 110 0.1

Ⅶ　特別損失        

１　固定資産除却損 ※４ 119   118   

２　関係会社整理損 ※５ 62   51   

３　関係会社株式売却損 ※２ 792   770   

４　関係会社株式評価損  18   －   

５　その他  55 1,0491.1 42 982 0.9

税引前当期純利益   10,58410.6  8,0047.9

法人税、住民税
及び事業税

 96   1,650   

法人税等調整額  3,226 3,3223.3 358 2,0082.0

当期純利益   7,2627.3  5,9965.9
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売上原価明細書

(イ)テレサービス原価明細書

  
第27期

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

第28期
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

１　労務費        

(1) 従業員給与手当  4,441   4,688   

(2) 臨時従業員給与手当  52,470   55,411   

(3) その他  5,579 62,49182.8 6,544 66,64483.3

２　外注費   2,5623.4  2,7213.4

３　経費        

(1) 家賃  2,711   2,774   

(2) 減価償却費  918   1,014   

(3) 通信費  1,829   2,071   

(4) その他  4,958 10,41713.8 4,783 10,64313.3

当期テレサービス原価   75,471100.0  80,009100.0

 

(ロ)テレサービス関連機器等売上原価明細書

  
第27期

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

第28期
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

１　期首商品たな卸高  9 0.7 9 0.8

２　当期商品仕入高  811 61.8 679 61.4

３　他勘定受入高 ※１ 491 37.5 418 37.8

合計  1,312100.0 1,107100.0

４　期末商品たな卸高  9  9  

当期テレサービス
関連機器等売上原価

 1,303  1,098  

(注)　※１　他勘定受入高は、出版等に伴う売上原価への振替高であります。

 

(ハ)その他のサービス原価明細書

  
第27期

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

第28期
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

１　労務費   131 97.5  144 97.9

２　外注費   － －  0 0.1

３　経費        

(1) 家賃  0   0   

(2) 減価償却費  0   0   

(3) その他  2 3 2.5 2 2 2.0

当期その他のサービス原価   134100.0  147100.0
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成19年２月28日残高(百万円) 9,000 2,279 2,279

事業年度中の変動額    

当期純利益    

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

   

事業年度中の変動額合計(百万円) － － －

平成20年２月29日残高(百万円) 9,000 2,279 2,279

 

 

株主資本

株主資本合計
利益剰余金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成19年２月28日残高(百万円) 21,217 21,217 32,496

事業年度中の変動額    

当期純利益 7,262 7,262 7,262

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

  －

事業年度中の変動額合計(百万円) 7,262 7,262 7,262

平成20年２月29日残高(百万円) 28,479 28,479 39,758

 

 

評価・換算差額等
 

純資産合計
その他有価証券

評価差額金
評価・換算差額等合計

平成19年２月28日残高(百万円) 115 115 32,611

事業年度中の変動額    

当期純利益   7,262

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

△72 △72 △72

事業年度中の変動額合計(百万円) △72 △72 7,189

平成20年２月29日残高(百万円) 42 42 39,800
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当事業年度(自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日)

 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成20年２月29日残高(百万円) 9,000 2,279 2,279

事業年度中の変動額    

剰余金の配当    

当期純利益    

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

   

事業年度中の変動額合計(百万円) － － －

平成21年２月28日残高(百万円) 9,000 2,279 2,279

 

 

株主資本

株主資本合計
利益剰余金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成20年２月29日残高(百万円) 28,479 28,479 39,758

事業年度中の変動額    

剰余金の配当 △1,749 △1,749 △1,749

当期純利益 5,996 5,996 5,996

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

  －

事業年度中の変動額合計(百万円) 4,246 4,246 4,246

平成21年２月28日残高(百万円) 32,726 32,726 44,005

 

 

評価・換算差額等
 

純資産合計
その他有価証券

評価差額金
評価・換算差額等合計

平成20年２月29日残高(百万円) 42 42 39,800

事業年度中の変動額    

剰余金の配当   △1,749

当期純利益   5,996

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

△2 △2 △2

事業年度中の変動額合計(百万円) △2 △2 4,244

平成21年２月28日残高(百万円) 39 39 44,045
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重要な会計方針

項目
第27期

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

第28期
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

１ 有価証券の評価基準

および評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

 (2) その他有価証券

①　時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入方式

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定)

(2) その他有価証券

①　時価のあるもの

同左

 ②　時価のないもの

移動平均法による原価法

②　時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価基

準および評価方法

(1) 商品

移動平均法による原価法

(1) 商品

同左

 (2) 仕掛品

個別法による原価法

(2) 仕掛品

同左

３ 固定資産の減価償却

の方法

(1) 有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得し

た建物(建物附属設備は除く)につい

ては定額法によっております。また、

定期借地権契約による借地上の建物

・構築物については、耐用年数を定期

借地権の残存期間、残存価額を零とし

た定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物及び構築物　３～50年

器具及び備品　　２～20年

（会計方針の変更）

法人税法の改正(「所得税法等の一部

を改正する法律」(平成19年３月30日

　法律第６号)および「法人税法施行

令の一部を改正する政令」(平成19年

３月30日　政令第83号))に伴い、当事

業年度から、平成19年４月１日以降に

取得したものについては、改正後の法

人税法に基づく方法に変更しており

ます。これに伴い、前事業年度と同一

の方法によった場合と比べ、売上総利

益が50百万円、営業利益、経常利益、税

引前当期純利益がそれぞれ62百万円

減少しております。

(1) 有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得し

た建物(建物附属設備は除く)につい

ては定額法によっております。

また、定期借地権契約による借地上の

建物・構築物については、耐用年数を

定期借地権の残存期間、残存価額を零

とした定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物及び構築物　３～50年

器具及び備品　　２～20年

（追加情報）

法人税法の改正(「所得税法等の一部

を改正する法律」(平成19年３月30日

法律第６号)および「法人税法施行令

の一部を改正する政令」(平成19年３

月30日　政令第83号))に伴い、当事業

年度から、平成19年３月31日以前に取

得したものについては、償却可能限度

額まで償却が終了した翌年から５年

間で均等償却する方法によっており

ます。この変更に伴い、前事業年度と

同一の方法によった場合と比べ、営業

利益、経常利益、税引前当期純利益が

それぞれ10百万円減少しております。

 (2) 無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間(５

年以内)に基づく定額法によっており

ます。

(2) 無形固定資産

同左
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項目
第27期

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

第28期
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

金銭債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については過去の一

定期間における貸倒実績から算出し

た貸倒実績率による繰入額のほか、貸

倒懸念債権等については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

 (2) 賞与引当金

従業員への賞与支給に備えるため、支

給見込額のうち当事業年度に負担す

べき額を計上しております。

(2) 賞与引当金

　　　　  同左

５ リース取引の処理方

法

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

６ その他財務諸表作成

のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

 

表示方法の変更

第27期
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

第28期
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

────── (貸借対照表)

前事業年度において区分掲記しておりました「長期前

払費用」(当事業年度０百万円)は、金額が僅少なため、

当事業年度より投資その他の資産「その他」に含めて

表示しております。
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注記事項

(貸借対照表関係)

第27期
(平成20年２月29日現在)

第28期
(平成21年２月28日現在)

※１　　　　　　─────────　　 ※１　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。なお、当期末日が

金融機関の休日であったため、次の期末日満期手

形が、期末残高に含まれております。

受取手形 7百万円

※２　関係会社に対する債権債務

売掛金　　　　　　　　　　　 　1,697百万円

※２　関係会社に対する債権債務

売掛金　　　　　　　　　　 　　1,720百万円

　３　コミットメントライン

　　　当社は、資金調達の効率化および安定化を図るため、

㈱みずほコーポレート銀行を主幹事とする11行と

クレジット・ファシリティー（コミットメントラ

イン）契約を締結しております。

貸出コミットメント総額 1,000百万円

借入実行残高 －百万円

　未実行残高 1,000百万円

３　コミットメントライン

　　　当社は、資金調達の効率化および安定化を図るため、

㈱みずほコーポレート銀行を主幹事とする11行と

クレジット・ファシリティー（コミットメントラ

イン）契約を締結しております。

貸出コミットメント総額 1,000百万円

借入実行残高 －百万円

　未実行残高 1,000百万円

 

(損益計算書関係)

第27期
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

第28期
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

※１　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は、

　　　106百万円であります。

※１　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は、

　　　66百万円であります。

※２　関係会社との取引高は次のとおりであります。

営業外収益 10百万円

　関係会社株式売却損 792百万円

※２　関係会社との取引高は次のとおりであります。

関係会社株式売却損 770百万円

  

※３　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

器具及び備品 0百万円

　計 0百万円

※３　　　　　　─────────　　

※４　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 55百万円

器具及び備品 59百万円

ソフトウェア 4百万円

　計 119百万円

※４　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 47百万円

器具及び備品 62百万円

ソフトウェア 8百万円

　計 118百万円

※５　関係会社整理損の内訳は次のとおりであります。

債権放棄損失 62百万円

　計 62百万円

※５　関係会社整理損の内訳は次のとおりであります。

関係会社株式評価損 31百万円

債権放棄損失 20百万円

　計 51百万円

 

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

自己株式に関する事項

該当事項はありません。

 

当事業年度(自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日)

自己株式に関する事項

該当事項はありません。
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(リース取引関係)

第27期
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

第28期
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(借主側) (借主側)

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

および期末残高相当額

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

器具及び備品 513 374 138

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

および期末残高相当額

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

器具及び備品 262 83 179

②　未経過リース料期末残高相当額

　１年内 102百万円

　１年超 43百万円

　合計 145百万円

②　未経過リース料期末残高相当額

　１年内 79百万円

　１年超 105百万円

　合計 184百万円

③　支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当

額

支払リース料 172百万円

減価償却費相当額 159百万円

支払利息相当額 12百万円

③　支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当

額

支払リース料 140百万円

減価償却費相当額 126百万円

支払利息相当額 12百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については

利息法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

同左

 

(有価証券関係)

前事業年度(平成20年２月29日現在)および当事業年度(平成21年２月28日現在)

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。
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(税効果会計関係)

 

第27期
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

第28期
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別内訳

(繰延税金資産)  

賞与引当金 546百万円

未払退職金 364百万円

繰越欠損金 266百万円

借入手数料 188百万円

減価償却費 158百万円

貸倒引当金 131百万円

その他 372百万円

繰延税金資産　小計 2,028百万円

評価性引当額 △189百万円

繰延税金資産　合計 1,838百万円

  

(繰延税金負債)  

その他有価証券評価差額金 28百万円

繰延税金負債　合計 28百万円

差引：繰延税金資産の純額 1,809百万円

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別内訳

(繰延税金資産)  

賞与引当金 522百万円

未払退職金 279百万円

減価償却費 180百万円

未払事業税 175百万円

借入手数料 125百万円

その他 239百万円

繰延税金資産　小計 1,522百万円

 　評価性引当額 △42百万円

 繰延税金資産　合計 1,480百万円

  

(繰延税金負債)  

その他有価証券評価差額金 27百万円

繰延税金負債　合計 27百万円

差引：繰延税金資産の純額 1,452百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)  

住民税均等割 0.8％

交際費等永久に損金に算入されない

項目
0.4％

みなし配当益金不算入 △10.0％

その他 △0.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.4％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)  

住民税均等割 1.1％

交際費等永久に損金に算入されない

項目
0.5％

みなし配当益金不算入 △13.8％

評価性引当額の減少 △1.8％

その他 △1.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 25.1％

 

(企業結合等関係)

前事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

該当事項はありません。

 

当事業年度(自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日)

重要な企業結合等はありません。
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(１株当たり情報)

項目
第27期

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

第28期
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

１株当たり純資産額 7,370円53銭 8,156円53銭

１株当たり当期純利益 1,344円84銭 1,110円42銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、新株予約権の残

高はありますが、当社株式が非上

場であることから期中平均株価の

把握ができないため記載しており

ません。

同左

(注)　算定上の基礎

１．１株当たり純資産額

項目
第27期

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

第28期
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

貸借対照表の純資産の部の合計額
(百万円)

39,800 44,045

普通株式に係る純資産額(百万円) 39,800 44,045

普通株式の発行済株式数(株) 5,400,000 5,400,000

普通株式の自己株式数(株) － －

１株当たり純資産額の算定に用いられた

普通株式の数(株)
5,400,000 5,400,000

 

２．１株当たり当期純利益

項目
第27期

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

第28期
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

損益計算書上の当期純利益(百万円) 7,262 5,996

普通株式に係る当期純利益(百万円) 7,262 5,996

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

期中平均株式数(株) 普通株式 5,400,000普通株式 5,400,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含まれ

なかった潜在株式の概要

新株予約権 12,024個

この詳細は「第４　提出会社の状

況　１　株式等の状況　(2)新株予約

権等の状況」に記載のとおりであ

ります。

新株予約権 4,119個

この詳細は「第４　提出会社の状

況　１　株式等の状況　(2)新株予約

権等の状況」に記載のとおりであ

ります。

 

(重要な後発事象)

前事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)および当事業年度(自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28

日)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略しておりま

す。

 

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は

償却累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産        

　建物 4,152 365 89 4,428 2,731 413 1,696

　構築物 80 6 － 87 74 10 12

　器具及び備品 7,586 1,251 726 8,110 5,429 1,154 2,681

　建設仮勘定 27 7 27 7 － － 7

有形固定資産計 11,846 1,631 843 12,634 8,235 1,578 4,398

無形固定資産        

　ソフトウェア 2,527 1,231 496 3,262 1,588 488 1,673

　電話加入権 241 0 － 241 － － 241

　その他 481 33 476 38 5 0 33

無形固定資産計 3,250 1,265 973 3,542 1,594 488 1,948

(注)　　当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物 東北支店設備造作 91百万円

 北海道支店設備造作 45百万円

 中部支店設備造作 40百万円

器具及び備品 構内デジタル交換機 445百万円

 サーバー等 438百万円

 通話録音機器 136百万円

 セキュリティ関連機器 127百万円

ソフトウェア 社内申請共通システム 728百万円

 会計システム 234百万円

 

【引当金明細表】

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 423 154 212 210 154

賞与引当金 1,197 1,135 1,197 － 1,135

(注)　貸倒引当金の当期減少額のその他は、洗替えおよび回収による戻入額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額(百万円)

現金 0

預金の種類  

　当座預金 2,051

　普通預金 11,522

計 13,574

合計 13,574

 

②　受取手形

イ　相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

㈱電通カスタマーアクセスセンター 45

㈱博報堂 13

合計 59

 

ロ　期日別内訳

期日 金額(百万円)

平成21年３月 19

平成21年４月 11

平成21年５月 12

平成21年６月 15

合計 59

(注)　平成21年３月の金額には、期末日満期手形７百万円が含まれております。

 

③　売掛金

イ　相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

ＢＢコール㈱ 1,710

三菱ＵＦＪニコス㈱ 282

ソフトバンクテレコム㈱ 258

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 253

ＮＥＣネクサソリューションズ㈱ 197

その他 9,540

合計 12,242
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ロ　売掛金の発生、回収状況および滞留状況

期間

前期繰越高
(百万円)

当期発生高
(百万円)

当期回収高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

回収率(％) 滞留期間(か月)

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) (
Ｃ

×100)
Ａ＋Ｂ

(Ｄ÷
Ｂ
)

12

自 平成20年３月１日

至 平成21年２月28日
11,692106,881106,33112,242 89.7 1.37

(注)　上記の各金額には、消費税等を含んでおります。

 

④　商品

区分 金額(百万円)

シルクスクリーン等 9

合計 9

 

⑤　仕掛品

区分 金額(百万円)

出版物(月刊誌)等 3

合計 3

 

⑥　貯蔵品

区分 金額(百万円)

電源設備 2

合計 2

 

⑦　関係会社株式

相手先 金額(百万円)

ＢＢコール㈱ 20,409

㈱電通ダイレクトフォース 45

その他 10

合計 20,464

 

⑧　敷金及び保証金

相手先 金額(百万円)

ビー・エム・ワーク藤和 625

㈱サンシャインシティ 540

日本通運㈱ 489

㈱ザイマックス 265

東急不動産㈱ 243

その他 1,984

合計 4,148
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⑨　買掛金

相手先 金額(百万円)

キャリアリンク㈱ 113

㈱説話社 94

㈱フルキャスト 32

ヤフー㈱ 30

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 23

その他 464

合計 758

 

⑩　未払費用

相手先 金額(百万円)

従業員および臨時従業員給与等 4,712

社会保険料 964

アルファテック・ソリューションズ㈱ 94

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ㈱ 66

㈱ネットマークス 65

その他 906

合計 6,810

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 ５月中

基準日 ２月末日

株券の種類

　　10株券
　　50株券

　   100株券
1,000株券
10,000株券
100,000株券

1,000,000株券

剰余金の配当の基準日 ２月末日、８月31日

１単元の株式数 10株

株式の名義書換え  

　　取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

　　買取手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
 
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。
　http://www.bell24.co.jp/ja/company/news/

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書およびその添付書類

　　　事業年度　第27期　(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)平成20年５月28日関東財務局長に提出。
 
(2) 半期報告書
　　　事業年度　第28期中(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)平成20年11月25日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

 

平成20年５月28日

　株式会社ベルシステム24

取締役会　御中

 

新日本監査法人

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　畠　　山　　伸　　一　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　林　　　　　達　　郎　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社ベルシステム24の平成19年３月１日から平成20年２月29日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附

属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社ベルシステム24及び連結子会社の平成20年２月29日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

 

以　上

 

 ※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途

保管しております。
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独立監査人の監査報告書

 

平成21年５月27日

　株式会社ベルシステム24

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　畠　　山　　伸　　一　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　林　　　　　達　　郎　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社ベルシステム24の平成20年３月１日から平成21年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附

属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社ベルシステム24及び連結子会社の平成21年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

 

以　上

 

 ※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途

保管しております。
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独立監査人の監査報告書

 

平成20年５月28日

　株式会社ベルシステム24

取締役会　御中

 

新日本監査法人

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　畠　　山　　伸　　一　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　林　　　　　達　　郎　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社ベルシステム24の平成19年３月１日から平成20年２月29日までの第27期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含

め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ベルシステム24の平成20年２月29日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

 

以　上

 

 ※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途

保管しております。
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独立監査人の監査報告書

 

平成21年５月27日

　株式会社ベルシステム24

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　畠　　山　　伸　　一　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　林　　　　　達　　郎　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社ベルシステム24の平成20年３月１日から平成21年２月28日までの第28期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含

め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ベルシステム24の平成21年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

 

以　上

 

 ※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途

保管しております。
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